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ねじれ国会が解消されてから、国会の立法の数的

向上が見られます。平成２６年度の通常国会（第

１８６回国会）においても多数の立法が成立しま

したが、労働分野でも多数の法改正、新規立法が

なされました。 

自民党政権に交代して政策の方針変更が様々な分

野で見られますが、今国会の労働分野の立法及び

法改正では、民主党政権時代の労働者よりの立法

から一転したというわけではなく、労働者保護を

さらに進めた立法と、規制緩和をした立法が混在

しているという状況です。 

本稿では、平成２６年度の通常国会で成立、審議

された多数の労働分野の新規立法及び法改正のう

ち、特に企業担当者が把握しておくべき必要性の

高い、①「改正パートタイム労働法」、②「専門

的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別

措置法」の重要なポイントについて簡単に取り上

げます。なお、本稿執筆時点（２０１４年６月末）

では、②は成立せず、閉会中審査（継続審査）と

なりました。よって、②については、内閣が国会

に提出した内容に基づいてのコメントとなります

ので、ご了承ください。 

 

1 改正パートタイム労働法 

(1） 正社員との差別的取扱いが禁止されるパー

トタイム労働者の対象範囲の拡大 

 

パートタイム労働法は通称であり、正式名称は「短

時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」と

いいます。したがって、対象となるのは１週間の

所定労働時間が正社員に比べて短い労働者となり

ます。 

パートタイム労働法では、以前から、①職務内容

が正社員と同一、②人材活用の仕組み（人事異動

等の有無や範囲）が正社員と同一、③無期労働契

約を締結している又は反復更新により無期と同視

される、パートタイム労働者については、正社員

との差別的取扱いが禁止されていました（改正前

パートタイム労働法８条１項２項）。 

今回の改正では、この差別的取り扱いの禁止の条

件のうち③が削除され、①②を満たすパートタイ

ム労働者に対する、差別禁止が義務付けられまし

た（改正後９条）。ちなみに、差別禁止の内容は、

賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利
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用その他の待遇とされており、労働条件全般にわ

たることになります。 

したがって、今回の改正で新たに差別的取扱いが

禁止されるのは、職務内容と人事運用面が正社員

と同一であるものの有期雇用であるパートタイマ

ーということになります。 

このような①と②が正社員と同一であるパートタ

イム労働者の数について、厚生労働省は全国で１

０万人ほどと見積もっています。 

 

 

(2） 短時間労働者の待遇の原則の新設 

 

上記（1）を満たすパートタイム労働者には、正社

員と同一の待遇をしないといけないことになりま

すが、このほかに、職務内容及び人事運用が正社

員と異なるため、同一の待遇としなくてもよいパ

ートタイム労働者についても、待遇を決める際の

原則が法定化されました（改正後８条）。その原

則というのは、正社員との待遇の差は「短時間労

働者及び通常の労働者の業務の内容及び当該業務

に伴う責任の程度当該職務の内容及び配置の変更

の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認めら

れるものであってはならない。」というものです。 

これは従来から言われていた「均衡待遇」といわ

れるもので、待遇の違いについて、職務内容又は

人事運用面の違いに相応するものであることを求

めるものです。 

 今回の改正でこの条文が新設されたことで、「均

衡待遇」の要請はより重くなることになりますが、

一方で、賃金についての「均衡待遇」を努力義務

としている条文は、今回の改正でも存続している

（改正前９条１項、改正後１０条）ことにも留意

が必要でしょう。 

 

2 専門的知識等を有する有期雇用労働者等

に関する特別措置法案 
(1） 有期雇用の無期転換制度の特例の仕組み 

 

平成２４年の改正労働契約法によって、有期雇用

の無期転換制度が創設されました。その内容は、

大まかにいうと有期契約を更新して通算５年を超

える雇用契約を締結した場合には、労働者に無期

転換権が生じるというものです。 

この無期転換制度に対する特例が、専門的知識等

を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法
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（以下「特別措置法」といいます）で設けられる

予定です。 

この特例の対象となる有期雇用契約は二種類で、

①高度専門的知識等を有する有期雇用労働者、②

定年後の雇用継続制度で有期雇用を選択した場合

の有期雇用労働者、となります。 

 

(2） 高度専門的知識等を有する有期雇用労働者

の特例 

 

①高度専門的知識等を有する有期雇用労働者に関

する特例の内容を、詳しく述べると、ａ５年を超

える一定の期間内に完了することが予定されてい

る業務に就く、ｂ高度専門的知識等を有する有期

雇用労働者、については、その一定の期間内に完

了することが予定されている業務に就く期間（上

限１０年）は、無期転換権発生の期間が延長され

ます（特別措置法８条１項）。 

正確には、「５年を超える」契約を締結すると無

期転換権が発生するところ、この「５年」が「そ

の一定の期間内に完了することが予定されている

業務に就く期間（上限１０年）」に修正されます。 

したがって、その業務の終了後の契約を更新した

場合に、無期転換権が発生することになるという

ことになります。 

高度専門的知識等（条文の文言としては「専門的

知識等」とされています）とは、専門的な知識、

技術又は経験であって、高度のものとして厚生労

働大臣が定める基準に該当するもの（特別措置法

２条１項）とされており、別に基準が定められる

ことになります。 

また、特例適用対象である労働者の要件としては、

年収の要件も課される予定であり、専門的知識だ

けではなく年収が厚生労働省令で定める金額以上

であることが求められており（特別措置法２条３

項１号）、この厚生労働省令は追って定められる

ことになります。 

 

(3） 定年後の雇用継続制度で有期雇用を選択し

た場合の有期雇用労働者の特例 

 

②定年後の雇用継続制度で有期雇用を選択した場

合の有期雇用労働者に関する特例の内容を詳しく

述べると、６０歳以上の定年の後に引き続いて雇

用される場合又は特殊関係事業主に雇用される場

合で、有期雇用契約を締結する場合には（特別措

置法２条３項２号）、その契約期間中は無期転換

権が発生しないことになります（特別措置法８条

２項）。 

これは要するに、平成２４年の改正高年齢者雇用

安定法によって、義務付けられた６５歳までの高

年齢者雇用確保措置のうち、継続雇用制度を採用

して、その内容として有期雇用を選択した場合に、

その継続雇用の期間は無期転換権が発生しないと

するものです。継続雇用制度は元から勤めていた

事業主による継続雇用の他、要するにグループ会

社のことである特殊関係事業主に移籍しての継続

雇用も認められていますが、どちらの継続雇用で

も無期転換権は発生しないということになります。 

平成２４年改正労働契約法の内容には、例外が一

切定められていなかったことから、高年齢者の継

続雇用でも５年を超える契約に至ってしまった場

合、無期転換権が発生してしまうという指摘は当

初からなされていました。この特別措置法によっ

て、この指摘に応えたことになります。 

 

(4） 厚生労働大臣の認定の必要性 

 

一点、重大な注意点があります。上記のような特

例の適用を受けるには、さらに①②の労働者につ
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いての雇用管理に関する措置についての計画を作

成して、厚生労働大臣の認定を受けることが必要

とされています。上記で記載した要件に該当する

だけで特例の適用が受けられるわけではないので

す。 

雇用管理に関する措置についての計画とは、①「高

度専門的知識等を有する有期雇用労働者」につい

ては、労働者が自らの能力の維持向上を図る機会

の付与等の計画（特別措置法４条２項）、②「定

年後の雇用継続制度で有期雇用を選択した場合の

有期雇用労働者」については、労働者に対する配

置、職務及び職場環境に関する配慮等の計画特別

措置法６条２項）となります。 

 

(5） 実務上の留意点 

 

改正高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確

保措置の採用に当たり、大半の企業は継続雇用制

度を採用したことが明らかになっています。そし

てその大半は有期雇用であると考えられることか

ら、この特別措置法の特例の適用の可否は非常に

大きな意味を持ってくることが予想されます。 

現時点では法案成立前であるため、②「定年後の

雇用継続制度で有期雇用を選択した場合の有期雇

用労働者」に関する雇用管理措置の計画について

具体的な内容は明らかになっていませんが、厚生

労働大臣の認定が必要であるという重大なプロセ

スに鑑み、情報収集と適切な計画策定の必要性は

極めて高いといえるでしょう。 
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